
【基本姿勢】

【重点課題】

　本市では、行財政健全化戦略などの取組により、一定の財政効果をあげてはいるものの、人口減少
などによる市税の減少が予測されるなか、社会保障費などの義務費の増大や必要不可欠な事業への
対応を行っていくためには、一層の財政規律の確立が必要となります。
　このような中、財務部では、引き続き歳入の確保を図り、将来計画を踏まえた効率的で持続可能な財
政運営に努めるとともに、契約事務においては、競争性を確保しながら、より一層公平で適正な執行を
行ってまいりたいと考えています。

1

政策目標 （５） 健全な行財政と市民主体のまち 施策目標 (2)市政運営、行財政運営

計画的な財政運営による持続的で健全な行財政基盤の確立

3

政策目標 （５） 健全な行財政と市民主体のまち 施策目標 (2)市政運営、行財政運営

適正な入札及び契約の執行

2

政策目標 （５） 健全な行財政と市民主体のまち 施策目標 (2)市政運営、行財政運営

市税の公平で適正な課税及び徴収

平成31年度（令和元年度）　財務部の運営方針 

部(局) 財務部 部(局)長 　福井　浩



【重点課題１】

（１）目指すべき方向（中期的な目標）

（２）今年度の目標

ア　活動目標

①

②

イ　達成目標

①

②

（３）目標を実現するための重点的な取組

ア

【重点課題２】

（１）目指すべき方向（中期的な目標）

（２）今年度の目標

ア　活動目標

①

②

イ　達成目標

①

②

（３）目標を実現するための重点的な取組

ア

イ

固定資産税等課税事業、市民税課税事業、諸税課税事業 課税課

内容（事業名、予算等） 所管室・課

市税の公平で適正な課税及び徴収

市税は、市の歳入の根幹であり、市民サービスを賄うための貴重な財源です。課税客体を把握し、公平
で適正な課税を行います。また、自主納付の啓発と公平・適正な徴収となるよう滞納整理に取り組み、
収納率の向上を図り、税負担の公平性を確保します。

課税調査による課税客体を的確に把握し、公平で適正な課税及び徴収に努め、市税に対する信頼
と税負担の公平性を確保します。

滞納額解消に向け、早期の納税相談及び交渉を行います。また、滞納事案については、厳正な滞
納整理を推進し、市税の適正な確保に努めます。

市税収税事業、納付コールセンター事業 納税課

平成３０年度の収納率を上回ることを目指します。

現年度課税分及び滞納繰越分の収入未済額の縮減を目指します。

平成３０年度決算について予算に対する執行率の検証などを行い、次年度の予算編成に活かしま
す。

公債費や起債残高の推移の検証などを行い、今後の起債の発行について検討します。

臨時的な経費を除いた歳出経費の圧縮を行います。

交付税に算入される優良な起債の選定を行うなど、後年度負担の軽減を図ります。

内容（事業名、予算等） 所管室・課

財政課事務費 財政課

計画的な財政運営による持続的で健全な行財政基盤の確立

健全な行財政運営を確立するため、歳出の抑制を図り、財政調整基金に頼らない収支の均衡を目指し
ます。



【重点課題３】

（１）目指すべき方向（中期的な目標）

（２）今年度の目標

ア　活動目標

①

②

イ　達成目標

①

②

（３）目標を実現するための重点的な取組

ア

今年度は、令和元・2年度の新たな業者登録による入札参加有資格者名簿を作成したため、前年度
に引続き、建設工事の入札参加する場合には、社会保険等の加入を条件にするとともに、受注者
には、社会保険等未加入業者を下請人としない旨の「社会保険等に関する誓約書」の提出を求め
ます。

入札及び契約内容の透明性を確保するため、入札等監視委員会を開催します。

建設工事の受注者には、1次下請業者はもちろんのこと、2次以下の下請業者においても社会保険
等の加入を促進します。

入札等監視委員会からいただいた意見については、入札・契約制度改善検討委員会等に諮り、よ
り公正・公平な入札契約制度を構築します。

事業名 所管室・課

契約検査課事務費 契約検査課

適正な入札及び契約の執行

契約事務における透明性・公正性・競争性などの確保とともに、特に建設工事においては、昨年度に引
続き、入札参加条件として元請業者及び一次下請業者に社会保険等の加入を求めるなど、担い手の育
成を視野に入れた入札を取り入れていきます。


